
中期計画：平成２６年４月１日～平成３１年３月３１日

日本年金機構中期計画・平成２６年度計画のポイント

【中期計画】

・ 日本年金機構は、厚生労働大臣の監督の下、公的年金事業に関する業務運営を行うことにより、公的年金事業及

び公的年金制度に対するお客様である国民の皆様の信頼を確保し、もって国民生活の安定に寄与することを、そ

の使命とし、この使命を果たすため、社会保険庁が国民の皆様の不信を招いた様々な問題にかんがみ、また、機

構が設立された経緯や日本年金機構法に定める基本理念及び「日本年金機構の当面の業務運営に関する基本計

画」（平成２０年７月２９日閣議決定。以下「基本計画」という。）を十分に踏まえ、正確・確実な業務遂行や

提供するサービスの質の向上を図り、厚生労働大臣から示された中期目標の達成を図るとともに、業務について

お客様目線に立って不断の改善を行う。

・ お客様の年金権確保を確実なものとするため、基幹業務である、適用、徴収、給付、相談等の各業務を正確、確

実かつ迅速に行うとともに、引き続き、年金記録の正確な管理と年金記録問題への適切な対応を行い、これらの

取組成果を積極的に公表する。また、年金業務に対する国民からの信頼を回復するため、国民の声を幅広く聴

き、着実にサービス向上につながる取組を行う。さらに、予定されている年金制度改正の施行や社会保障・税番

号制度導入について、円滑かつ確実な実施を図る。その他、諸外国の年金実施機関の状況も参考に、ＩＣＴ化に

よるお客様の利便性の向上と業務の効率化を進めるとともに、相談等の対人サービスの向上や地域における年金

の周知・普及に努める。

・ 公的年金事業に関する業務運営は、公的年金制度の制度設計と両輪の関係であることから、公的年金の制度設計

に関する改善点等について積極的に提案を行うとともに、厚生労働省と緊密な意思疎通を図り、共同して業務に

取り組む。

計画期間

前文

第１回社会保障審議会年金事業管理部会
平 成 ２ ６ 年 ４ 月 ２ ５ 日
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【中期計画】

１．国民年金の適用・収納対策

（１）国民年金の適用促進対策

・ 住民基本台帳ネットワークシステムにより把握した２０歳到達者について、届出がない場合の資格取得手続き等

を確実に促進する等の取組により、国民年金の適用の促進を図る。

Ⅰ 提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

【平成２６年度計画】
・ 住民基本台帳ネットワークシステムにより把握した２０歳、３４歳及び４４歳到達者に対する届出勧奨及び届出がない場

合の資格取得等の手続き等を確実に実施する。
・ 第３号被保険者の記録不整合問題に関して、厚生労働省の指示の下「公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚

生年金保険法等の一部を改正する法律（健全化法）」の施行事務として、時効消滅期間にかかる特定期間該当届の届出勧
奨及び特例追納の申し出勧奨を実施する。

【平成２６年度計画】
・ 平成２６年度においては、「自信と誇りを持って働ける組織をつくり上げ、お客様の年金権を守る」ことを目標とし、そ

の実現を図るため、機構の基幹業務である適用、徴収、給付、記録管理、相談等の業務に全力を傾注するとともに、事務
処理誤り、事務処理遅延の根絶に向けて、以下に掲げる事項に計画的に取り組む。
また、今後、順次施行が予定されている制度改正に伴う業務の円滑な実施のため、厚生労働省と連携を図り、必要な対応
を行う。
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【中期計画】

（２）国民年金保険料収納対策

・ 現年度納付率については、行動計画に基づき、効果的・ 効率的 に推進し、中期目標期間中に６０％台半ばを目指す。

・ また、国民年金保険料の最終納付率について、中期目標期間中、各年度の現年度納付率から５ポイント程度の伸

び幅を確保することを目指す。

・ 強制徴収については、関係法令に基づき、適切に実施するとともに、徴収が困難な事案については、ブロック本

部と年金事務所の連携を密にして、早期に滞納の解消を図り、保険料収入の確保に努める。さらに、必要に応じ、

国税庁に委任する仕組みを適切に活用する。また、強制徴収の実施体制等を踏まえながら督促の範囲の拡大を図

る。

・ 毎事業年度、取組に係る数値目標や具体的なスケジュールを定めた行動計画を機構全体及び各年金事務所ごとに

策定し、当該計画に基づき効果的・効率的に実施する。

【平成２６年度計画】
・ 平成２６年度分保険料の現年度納付率については、行動計画に基づき、効果的・効率的に推進し、前年度実績を上回る水

準を確保する。
・ 平成２５年度分保険料の平成２６年度末における納付率については、平成２５年度末から少なくとも４．０ポイント程度

の伸び幅を確保する。
・ 平成２４年度分保険料の最終納付率については、平成２４年度の現年度納付率から少なくとも６．５ポイント程度の伸び

幅を確保する。
・ 口座振替実施率については、国における施策を踏まえ、前年度と同等以上の水準を確保する。
・ コンビニエンスストア、インターネットバンキング及びクレジットカードによる納付件数の合計数については、前年度と

同等以上の水準を確保することを目標とする。
・ 一定の所得があり、保険料免除や学生納付特例の対象とはならない者が、保険料を長期間滞納している場合には、全員を

強制徴収対象者と位置付けた上で、所得や納付の状況など被保険者の置かれた実情を踏まえつつ、強制徴収に移行する。

特に、租税等控除後所得４００万円以上かつ未納月数１３月以上の滞納者に督促を実施する。

・ 徴収困難な事案については、本部、ブロック本部及び年金事務所の連携を密にして、組織全体で早期に滞納の解消を図り、

保険料収入の確保に努める。さらに、国税庁に委任する仕組みを積極的に活用する。
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【中期計画】

２．厚生年金保険・健康保険等の適用・徴収対策

（１）厚生年金保険・健康保険等の適用促進対策

・ 平成２４年度に設定した「平成２３年度末時点で把握した適用調査対象事業所を３年以内（平成２６年度まで）に半減」する

という目標の達成状況等を踏まえ、平成２７年度以降の新たな目標を策定するとともに、法人登記簿情報等の活用により

把握した適用調査対象事業所に対する調査・加入指導等に、集中的に取り組む。

・ 毎事業年度、数値目標や具体的なスケジュールを定めた行動計画を機構全体及び各年金事務所ごとに策定し、当該計画

に基づき効果的・効率的に推進する。

（２）厚生年金保険・健康保険等の徴収対策

・ 毎事業年度、数値目標や具体的なスケジュールを定めた行動計画を機構全体及び年金事務所ごとに策定し、確実に

保険料収入を確保するため、当該計画に基づき効果的・効率的に推進する。

【平成２６年度計画】
・ 平成２４年度に設定した「平成２３年度末時点で把握した適用調査対象事業所を３年以内（平成２６年度まで）に半減」

するという目標を達成する。また、法人登記簿情報等の活用により把握した適用調査対象事業所に対する調査・加入指導
等に取り組むとともに、平成２７年度以降の新たな目標の策定に取り組む。

【平成２６年度計画】
・ 機構全体及び年金事務所ごとに平成２６年度行動計画を策定し、口座振替による保険料納付の利用促進、滞納事業所に対

する納付指導及び滞納処分の取組を推進する。
・ 繰り返し納付指導したにもかかわらず、納付指導に応じない事業所に対しては、関係法令に基づき滞納処分を迅速かつ確

実に実施する。また、必要に応じ、国税庁と連携協力し、国税庁に委任する仕組みを積極的に活用する。
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【中期計画】

３．年金給付

・ 請求書を受け付けてから年金証書が届くまでの所要日数の目標（サービススタンダード）を次のとおり定め、

当該目標の達成に向けて、迅速な決定に努め、各サービススタンダードの達成率を９０％以上とすることを目

指す。

＜サービススタンダード＞

・老齢基礎・老齢厚生年金、遺族基礎・遺族厚生年金：２か月以内（加入状況の再確認を要しない方は、

１か月以内）

・障害基礎年金：３か月以内

・障害厚生年金：３か月半以内

【平成２６年度計画】
・ 「サービススタンダード」の達成状況を適切に把握し、各サービススタンダードの達成率９０％以上を維持するよう取り組む。
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【中期計画】

４．年金記録の正確な管理と年金記録問題の再発防止のための対応

・ 年金記録の回復のため、ねんきん定期便及び「ねんきんネット」での加入状況の確認や年金請求時等を契機としたお客様

からの年金記録に関する申出等に対して、必要な調査などの対応を適切に行う。また、引き続き未統合記録の解明等のた

め、ねんきん定期便等を活用し年金記録の「もれや誤り」の申出の働きかけ等の取組を行う。

・ 記録問題の再発防止等のため、ねんきん定期便や「ねんきんネット」により、加入制度、加入期間、標準報酬等の情報をお

客様に情報提供し、お客様による年金記録の確認を促進する。特に、持ち主不明の未統合記録の検索もできる「ねんきん

ネット」については、利用促進のための取組や、その機能の一層の充実を図る。

５．事務処理の正確性の確保

・ 事務処理に関する業務処理マニュアルの内容の充実・精緻化に取り組むとともに、その徹底を図る。

・ 事務処理誤りの原因分析などを通じて、システム改善を含む事務処理誤り再発防止のための総合的な対策を推進する。

【平成２６年度計画】
・ ねんきん定期便及び「ねんきんネット」での加入状況の確認や年金請求時等を契機としたお客様からの年金記録に関する

申出等に対して、必要な調査などの対応を適切に行う。また、引き続き未統合記録の解明等のため、ねんきん定期便及び
年金請求書（ターンアラウンド方式）を活用して、年金記録の「もれや誤り」が気になる方への確認の呼びかけを行う。

・ 記録問題の再発防止等のため、引き続き全ての加入者に対して「ねんきん定期便」を送付し、年金記録の確認を促進する
とともに、「ねんきんネット」のユーザＩＤを即時に取得できる「アクセスキー」を記載し、「ねんきんネット」の利用
を促進する。

【平成２６年度計画】
・ 事務処理に関する業務処理マニュアルの内容の充実・精緻化に取り組むとともに、職員への周知徹底により事務処理の標

準化に取り組む。
・ 事務処理誤り総合再発防止策に基づき、システム改善や現場における勉強会等のほか、事務処理誤りの原因分析などを通

じて、事務処理誤り再発防止に取り組む。
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【中期計画】

６．年金相談、情報提供等

・ 来所相談について、通常期で３０分、混雑期においても１時間を超えないよう待ち時間の短縮に努める。また、お客様の見

えやすいところに、待ち時間の目安を表示する。

・ コールセンター（ねんきんダイヤル）については、コールセンターの業務の効率化を進めつつ、基盤強化等を図ることにより、

引き続き応答率７０％以上を維持することを目指す。

７．お客様サービスの向上

・ 「お客様へのお約束１０か条」の実現に努める。

・ 年金事務所等の現場で受け付けたお客様の声については、現場からブロック本部及び本部へ報告するとともに、「お客様

対応業務システム」を活用し、お客様の声に対する対応管理や集積・分析を行う。また、各種調査結果を含むお客様の声

については、その内容を検討し、サービス改善につなげる。

【平成２６年度計画】
・ 年金事務所窓口での待ち時間について、通常期で３０分、混雑期においても１時間を超えないよう以下の対策を引き続き

講じる。
・ 「ねんきんダイヤル」の応答率の向上を図るため、混雑予測、混雑時における混雑していない日への架電案内ガイダンス、

各種通知書の改善、発送の分散化、ホームページへのＱ＆Ａの掲載等により入電数の減少を図る。
・ 年金制度に対する理解をより深め、制度加入や保険料納付に結びつけるため、様々な機会を捉え、地域、企業、教育の場

等において、制度の周知、情報提供活動を展開する「地域年金展開事業」を推進する。

【平成２６年度計画】
・ 「お客様へのお約束１０か条」の実現に努める。
・ お客様の声(苦情を含む)について、現場からブロック本部及び本部に報告する仕組みを徹底し、本部で集約したお客様の

声のうち、制度改正に関するものは厚生労働省に情報提供するとともに、サービス改善・業務改善に関するものは、必要
に応じ改善につなげる。
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【中期計画】

８．ＩＣＴ化の推進

・ 政府が策定するオンライン利用に関する計画等に基づき、利用頻度が高いもの及び主として事業主等が反復的又は継続

的に利用する手続きについて、電子（媒体）申請の利用を促進するための取組を進めるとともに、電子（媒体）申請に関する

業務プロセスの改善を進める。

・ 社会保障・税番号制度の施行に当たり、情報提供ネットワークの活用により届書・添付書類の軽減を図るとともに、マイ

ポータルによる情報の提供等に積極的に対応する。

９．年金制度改正等への対応

・ 新しい制度・事務に十分対応できるよう事務の流れ、体制の構築、関係職員の知識蓄積等オペレーションの確立を行う。

【平成２６年度計画】
・ 政府が策定するオンライン利用に関する計画等に基づき、利用頻度が高いもの及び主として事業主等が反復的又は継続的

に利用する手続きについて、電子（媒体）申請の利用を促進するため、電子（媒体）申請の対象届書の拡大や広報・普及
啓発を行うとともに、電子（媒体）申請に関する業務プロセスの改善を進め事務処理の効率化を図る。

・ 「ねんきんネット」における、年金請求書などの届書の作成支援について、郵便番号からの住所検索など、利用者入力を
省略可能とする機能の追加や、入力情報間の複雑な相関チェックの追加など、機能を充実させる。

【平成２６年度計画】
・ 年金制度改正に対応するため、関係機関等と所要の調整を行い、新しい事務処理を検討するとともに、効率的かつ正確な

システムを構築する。
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【中期計画】

１．効率的な業務運営体制

・ 常に業務手順の点検等を行い、業務の合理化・効率化を図るとともに、標準化を進める。また、社会保険オンラインシステ

ム刷新に併せ、届書の画像化・データ化による電子決裁及び経過管理を実施する。

・ 都道府県事務センターにおいて集約実施している各種届書の入力・審査・決定事務及び通知書等の印刷・ 交付事務につ

いては、年金事務所との役割分担を踏まえつつ、事務処理の標準化と効率化を進める。また、都道府県域を超えた広域単

位の集約化の実現に向け、事務処理の効率性、迅速性の観点から、事務処理体制の整備等を進める。

２．運営経費の抑制等

・ 機構の人員体制について、基本計画に基づき、合理化・効率化を進める。その際、併せて、社会保障・税一体改革の一環と

して実施される年金制度改正の施行事務及び年金保険料の徴収体制強化等のための特別対策など、基本計画策定時に

は想定されていなかった新たな業務への的確な対応や、年金記録問題への対応は、信頼回復を図る上で至上命題であり、

不断の合理化・効率化を図りつつ、円滑な業務遂行のための実施体制を確保する。

・ 人件費について、国家公務員の給与水準の動向や社会一般の情勢も踏まえ、効率化を進める。

・ 一般管理費（人件費、介護保険料徴収等に係る義務的な経費及び特殊要因により増減する経費を除く。）については平成

２５年度比で１５％程度、業務経費（年金記録問題対策経費、年金受給者に送付する源泉徴収票送付等に係る義務的な経

費及び特殊要因により増減する経費を除く。）については平成２５年度比で５％程度に相当する額の削減を目指す。

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項

【平成２６年度計画】
・ 常に業務手順の点検等を行い、業務の合理化・効率化を図るとともに、業務の標準化を進める。標準化に当たっては、マ

ニュアル（業務処理要領）の充実・精緻化、その周知の徹底及び組織的な点検強化等によって、事務処理誤りの未然・再
発防止を図ることに留意する。

・ 都道府県事務センターにおいて集約実施している業務処理について、業務の正確性の向上や効率化の推進を図るとともに、
年金事務所との役割分担を踏まえつつ、標準化と効率化を進める。

【平成２６年度計画】
・ 機構の人件費について、国家公務員の給与水準の動向や社会一般の情勢も踏まえ、不断の合理化・効率化を進める。
・ 一般管理費（人件費を除く。）及び業務経費について、執行状況を分析しコストの可視化を進めるとともに、コスト意識

の徹底に努め、効率的な予算執行を進める。
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【中期計画】

３．外部委託の推進

・ 委託した業務の品質の維持・向上を図りつつ、業務の外部委託を進める。

４．契約の競争性・透明性の確保等

・ 調達コストについて、中期目標期間中、毎事業年度、調達計画額を定めるとともに、中期目標期間中の実績において、中期

目標期間中の当該計画額の合計額の１０％以上を削減することを目指す。

・ 契約について、契約の競争性・透明性の確保を図ることを徹底し、契約予定価格が少額のもの、複数年継続しての契約を

前提とした更新契約、事務室等の賃貸借、ビルの指定清掃業者等との契約を除く契約について、競争性のある契約（一般

競争入札、総合評価落札方式による競争入札、企画競争、公募によるもの。）の件数（不落随契となったものを含む。）の

占める割合が８０％以上の水準を確保することを目指す。

【平成２６年度計画】
・ 業務の外部委託を推進するとともに、外部委託にあたっては、委託した業務の品質の維持・向上を図る。

【平成２６年度計画】
・ 調達における事業者との接触及び情報収集・情報提供に係る適正な取扱いの徹底に努める。
・ 価格を重視した競争入札に付すことを徹底し、競争性のある契約の件数の占める割合を８０％以上の水準とすることを目

指す。
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【中期計画】

５．社会保険オンラインシステムの運用・開発、見直し

・ 社会保険オンラインシステムにおけるＩＴガバナンス体制を確立し、現行システムの適切かつ確実な運用、制度改正や業務

改善に対応した開発及び社会保険オンラインシステムの計画的な見直しに取り組む。

【平成２６年度計画】
・ 社会保険オンラインシステムにおける大規模かつ大量の処理を適切かつ確実に行うため、運用手順やチェック体制を適時

点検し、必要に応じて見直しを行い、システム事故及びシステム障害の極小化に取り組む。
・ 制度改正等に伴い必要となるシステム開発に、適切かつ確実に取り組む。
・ 現行システムの業務改善への対応に係るシステム開発について、適切かつ確実に取り組む。
・ 年金制度改正の検討を踏まえつつ、「公的年金業務の業務・システム最適化計画」（平成２３年厚生労働省）」の基本的

な理念に沿って、業務の標準化を図りつつ、社会保険オンラインシステムの見直しに取り組む。
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【中期計画】

１．内部統制システムの有効性確保

・ コンプライアンス確保やリスク管理について、その必要性についての機構の役職員の意識の醸成に重点を置き、効果的な

研修内容の検討・実施を行う。

・ 事務処理状況を確認し、コンプライアンスの観点を含めて問題点を把握することによって具体的な改善策につなげるため、

内部監査機能の充実・改善を図る。

・ 内部統制の仕組みを有効に機能させるため、組織風土改革の取組を推進、浸透させ、風通しの良い組織の実現を目指す。

・ お客様からの申請書類等で重要文書として指定したものは永年保存とする。また、保存文書の効率的活用のため、電子

データ化を含め、適正に管理・保管する。

Ⅲ 業務運営における公正性及び透明性の確保その他業務運営に関する重要事項

【平成２６年度計画】
・ コンプライアンス確保やリスク管理のため、コンプライアンス自己チェック、コンプライアンス意識調査を継続的に実施

するとともに、各種研修内容を充実させていくことで、職員個々に求められる役割・行動を常に認識させ、円滑に業務を
遂行できる職場風土の醸成に向けた意識改革を継続的かつ徹底的に取り組む。

・ 内部監査については、前年度までの監査結果を踏まえ、効率的な監査体制の確立に努める。内部監査において発見された
改善の必要がある事項については、その改善状況を継続的にフォローするほか、必要に応じて関連部門に対して具体的な
改善策を提言していく。

・ 「人を大切にし、組織を大切にする風土づくり」の実現のため、日本年金機構に対する誇り、愛着を育み、風通しのよい
職場づくりを進める。

・ お客様からの申請書類等で重要な文書として指定したものは永年保存とし、永年保存以外の文書についても現行の保存期
間が適正であるか見直しを行うとともに、保存文書の効率的活用に向け、文書の電子データ化のために必要な文書管理規
程の見直しを行い、適正に管理・保管する。
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【中期計画】

２．人事及び人材の育成

・ 正規職員については、全国異動により管理業務と現場業務の経験を通じて幹部育成を行うことを基本とするキャリアパター

ンの確立を進める。

・ 年功序列を排した能力・実績本位の人材登用を進めるとともに、適材適所の人事を行う。

・ 機構職員としての職務と責任に応じた能力の向上を図るとともに、職員の専門性を向上させるため、階層別研修、業務別

研修、通信研修を体系的に実施するとともに、社内資格の取得促進を図る。

・ 職員が誇りと責任感を持って職務に専念できるよう、仕事と生活が両立できる働きやすい職場環境を確立する。

・ 健全で安定した労使関係を維持する。

【平成２６年度計画】
・ 基幹業務の着実な実施及び次期制度改正を見据え、体制確保に向けた適材適所の人事を行う。
・ 若手職員については、様々な業務経験を通じ人材育成を図るとともに、中堅職員については、それまでの業務経験を踏ま

え、その適性に応じた人事配置を行うことにより業務の専門性を確保する。
・ 「求められる職員像及び管理職員像」にかなう職員の育成を目指し、集合研修、職場内研修、通信研修を効果的に組み合

わせ、ブロック本部と連携・協力し、体系的に実施する。また、内部資格の取得を促進する等、自己研鑽を重視する。
・ 適正な労働時間管理の徹底を図るとともに、職員が健康で仕事と生活が両立できる働きやすい職場環境を確立する。
・ 民間労働法制下における健全で安定した労使関係を引き続き維持する。
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【中期計画】

３．情報公開の推進

・ 毎年度、機構の業務実績、組織及び報酬をはじめとする役員に関する情報などについて、お客様目線で、できるだけ、分か

りやすく見やすく取りまとめた年次報告書（アニュアルレポート）を発行し、公表する。

・ 不適正事案や事務処理誤りなどの事案について、事案の重要性等に応じ、速やかに公表するとともに、定期的に発生状況

等を情報提供する。

４．個人情報の保護

・ 公的年金事業に対するお客様の信頼を確保するため、個人情報の保護・管理に万全を期する。

【平成２６年度計画】
・ 日本年金機構の業務運営、組織及び報酬をはじめとする役員に関する情報等についての年次報告書(アニュアルレポート)

を作成し、９月を目途に公表する。
・ 事務処理誤りを原因別などに類型化し、その内容と件数をグラフ等を活用して毎月公表する。なお、お客様に相当の影響

を与える恐れのある事務処理遅延等については、迅速性を確保するため、本部による公表に加えて影響のある地域におい
ても、ブロック本部等により公表する。

【平成２６年度計画】
・ 職員に対する個人情報保護の重要性及び個人情報保護管理規程や関連法令等の周知を一層徹底するため、全職員を対象と

した効果的な研修や機構内報等を活用した啓発を図り、またセルフチェックによる自己診断等を定期的に実施する。
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